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令和６年度第２回宮城県民間非営利活動促進委員会議事録 

 

日時：令和７年１月２４日 

午後３時から 

会場：宮城県行政庁舎９階 第一会議室 

 

１ 開会 

（司会） 

皆様、本日はお忙しいところ、ご出席いただきまして誠にありがとうございます。 

定刻となりましたので、ただいまから、令和６年度第２回宮城県民間非営利活動促進委員会を開会い

たします。 

本日ですが、委員の皆様に御出席いただきありがとうございます。西出委員におかれましては、オン

ラインでの参加となってございます。高浦委員、竹下委員、若生委員におかれましては、所用のため欠

席という御連絡を頂戴しております。また、会長の石井山委員でございますけれども、１０分ほど遅れ

るという連絡が入りまして、進めててほしいということですので、進行の方を進めさせていただきま

す。 

以上、本委員会の運営要綱第４条に規定する委員の半数以上が出席しておりますことから、会議が成

立することを御報告いたします。 

  本委員会の議事録につきましては、後日皆様に内容を確認させていただき、公開することとしてお

りますので、御協力のほど、よろしくお願いいたします。 

なお、御発言につきましては、マイクを使用して御発言いただきますよう重ねてお願いいたします。

それでは、開会に当たりまして、宮城県環境生活部長の佐々木より挨拶を申し上げます。 

 

２ 挨拶 

（佐々木部長） 

本日はお忙しいところ、民間非営利活動促進委員会に御出席を賜り、厚く御礼申し上げます。また、

年明け初めてでもありますので、まずは本年もどうぞよろしくお願いいたします。委員の皆様におかれ

ましては、日頃から本県のＮＰＯ活動促進施策に御理解と御協力を賜っておりますこと、重ねて感謝を

申し上げます。 

県民会館とＮＰＯプラザの複合施設についてですけれども、昨年、委員の皆様から御意見をいただき

ながら「管理運営計画」を策定したというところでございます。お手元にもありますけど、来月２月１

日に、シンポジウムの開催も予定しており、今後は、令和１０年度中の開館へ向け、機運醸成を含め、

各種準備を進めてまいりますので、引き続き、御理解と御支援をよろしくお願いいたします。一方で、

新聞の記事にもあるかと思いますけれども、現在、複合施設につきまして、新築工事等の発注手続きを

進めているところでございますけれども、昨今の全国的な大型公共事業の不調の状況というようなこ

ともありまして、本複合施設に関しましても、入札の不調の状況となっているというようなことでござ

います。急激な資材高騰、労務単価の上昇によりまして、実勢価格との乖離が生じているというような

状況です。 
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特に建築工事につきましては、まさに工事全体の主たる部分を担っているというところもございま

すことから、不調の分析結果を踏まえまして、来月開札の予定で、再発注を予定をしているいうような

状況でございます。こういった状況も踏まえまして、現時点での想定の全体事業費が、マスコミにもあ

りましたけれども、490 億円ということで、今年度当初に比べて概ね 100 億弱、95 億円ほど増えてい

るというような形です。ただ、今後ですね、まだまだ物価高騰がここで止まると思っておりませんの

で、今後も状況によっては変動もあり得るということを御承知おきいただきたいなというふうに思っ

ています。現時点で我々としては、令和 10 年度の開館に向けてのスケジュールに変更はございません

ので、引き続き、開館に向けた管理運営の検討・準備については粛々と進めていきたいと考えておりま

すので、重ねて御理解と御支援をよろしくお願いをしたいと思っているところでございます。 

さて、本日の委員会では、「ＮＰＯ促進施策の実施状況」と「宮城県民間非営利活動促進基本計画の

策定」について御説明させていただきます。 

ＮＰＯ促進施策の実施状況につきましては、今年度進めている「みやぎＮＰＯ情報ネット」の再開発

の実施状況等について御説明させていただきます。また、現在、県が策定している「宮城県民間非営利

活動促進基本計画」につきましては、計画期間が令和３年度から令和７年度までとなっており、新たな

計画を令和７年度中に策定する必要がございます。 

本日は、計画の策定につきまして、知事から諮問したのち、事務局から策定方針を御説明させていた

だきたいと思います。限られた時間ではございますが、委員の皆様におかれましては、それぞれのお立

場から、忌憚のない御意見を賜りますようお願い申し上げまして、開会に当たりましての御挨拶といた

します。本日は、どうぞよろしくお願いします。 

 

（司会） 

続きまして、本日御出席いただいております委員の皆様及び事務局職員の紹介でございますが、大変

恐れ入りますが、次第の裏面の出席者名簿の配布にて代えさせていただきますので、御了承願います。 

大変申し訳ございませんが、環境生活部長の佐々木でございますが、公務のためここで退席させてい

ただきますので、御了承ください。 

 

（佐々木部長） 

すみません、次の公務があるもので、申し訳ありませんが、ここで失礼させていただきます。どうぞ

よろしくお願いします。 

 

（司会） 

  次に、本日お配りしております資料の確認をさせていただきます。 

委員の皆様に事前にお送りしておりました資料ですが、お手元に会議次第、それから裏面が出席者名

簿、次第の下に記載の資料といたしましては、資料１から資料５までと計画策定の御意見をいただくた

めの回答様式、参考資料が２種類ございます。それから本日机に置かせていただいておりますけれど

も、計画に関する諮問の資料がございます。その他、イベント等のチラシを４種類置かせていただいて

います。一つは１月２９日に開催いたしますプロボノ普及啓発セミナー、もう一つが２月１日に行いま

す複合施設のシンポジウムについて、２月９日に開催されますＮＰＯと世代交代と事業継承を考える
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パート２というイベント、それからつながる仙台交流会と言うことで２月１０日に開催されるイベン

トの４種類置かせていただいています。 

 皆様もし過不足ありましたら、事務局の方にお知らせをいただければと思います。 

それでは議事に入らせていただきます。委員会運営要綱第４条の規定により、会長が議長を努めてい

ただくこととなっております。石井山会長にお願いしたいと思います。 

 

３ 議事 

（石井山会長） 

大事な会議ですみません。最初から立ち会うことができず、御挨拶も伺うことができないまま始めさ

せていただきますが、僭越ながら座長を務めさせていただきます。 

では、議事の一つ目に入らせていただきます。「（１）宮城県民間非営利活動促進施策の実施状況につ

いて」事務局より御説明をよろしくお願いいたします。 

 

（事務局） 

事務局の蓬田でございます。着座にて説明させていただきます。 

それでは、宮城県民間非営利活動促進施策の実施状況について御説明いたします。資料でございます

が、資料 1 と資料２を使わせていただきます。本日は資料 1 の概要版に記載の順番で御説明させてい

ただき、資料２を参考として御確認いただきたいと思います。 

はじめに資料 1 の「１ 特定非営利活動促進法施行関連事務」について、資料 2 の 1 ページを合わせ

て御覧ください。直近のデータでございますが、令和６年 11 月末現在のＮＰＯ法人認証数はこちらの

表の一番下の行になりますが、宮城県所轄が 398 法人、仙台市所轄が 380 法人、合計 778 法人となっ

ております。県所轄分については、資料 2 の２ページにございますが、今年度、新規設立が 3 法人、

解散が 7 法人あり、所轄庁の変更による 1 法人の増がございましたので、令和５年度からの増減は３

法人の減となっております。 

資料 2 の 3 ページを御覧ください。認定ＮＰＯ法人につきましては、令和６年 11 月末時点で、県所

轄が 11 法人、仙台市所轄が 19 法人、合計 30 法人となっております。県所轄分につきましては、令和

５年度からの増減はございません。 

資料 4 ページから 6 ページは、ＮＰＯ法人の活動分野別法人数、市町村別法人数などを記載してお

りますので、後ほど御確認いただければと思います。 

資料１に戻りまして、「２ 宮城県民間非営利活動プラザ事業」についてでございます。みやぎＮＰＯ

プラザの管理運営につきましては、特定非営利活動法人杜の伝言版ゆるるへの指定管理業務委託にて

実施しております。 

今年度は指定管理期間である５年間のうちの３年目となります。今年度の利用者数は 11 月末時点で

30,590 人となっており。前年度同時期と比較して 1,151 人の増となっております。 

続いて資料 1 の「３ 宮城県民間非営利活動促進委員会運営」についてでございます。今年度の促進

委員会は 2 回を予定しており、本日が 2 回目の開催となります。また、次に御説明いたしますが、Ｎ

ＰＯへの施設貸付の審査のため、拠点部会を 2 回開催しております。拠点部会につきましては、施設

の利用実績の評価のため、年度内にもう１回開催する予定でございます。 
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続いて、資料 1 の裏面になりますが、「４ 県有遊休施設等の有効利用によるＮＰＯの拠点づくり事

業」についてになります。この事業は、ＮＰＯ活動の促進のため、県の遊休施設を安価に貸付を行うも

ので、現在貸付可能な施設は５施設あり、すべて貸付を行っております。 

今年度は岩沼市にある拠点第２号の貸付期間が令和６年５月末で満了となったことに伴い、借受団

体である特定非営利活動法人ハンスバーガー協会の貸付期間の更新を行っております。また、後ほど報

告事項として御報告させていただきますが、仙台市にある拠点１号の貸付期間が令和７年 3 月末で満

了となることに伴い、新たに公募を行い、現在の借受団体であるみやぎいのちと人権リソースセンター

を借受団体として選定しております。 

続いて、資料 1 の「５ ＮＰＯ等の絆力を活かした震災復興支援事業」についてでございます。こち

らは内閣府の交付金を活用して実施しているもので、ＮＰＯ等が行う復興・被災者支援の取組に対する

補助事業と復興被災者支援に取り組むＮＰＯなどの絆力強化に資する委託事業を実施しております。 

補助事業につきましては、資料 2 の 11 ページと 12 ページに事業の一覧を記載しております。今年

度は当初、9 事業団体に交付決定を行っておりましたが、1 団体について組織事業計画の見直しによる

事業中止がございましたので、8 事業団体への助成を行っております。3 月 10 日に補助団体による活

動の成果報告会を行う予定としております。また、資料 2 の 13 ページには委託事業の一覧を記載して

おります。震災復興支援団体のネットワーク構築事業につきましては、今年度、石巻地域、仙台・仙南

地域、気仙沼地域の 3 地域で交流会や冊子の作成を行います。 

続いて、資料 1 に戻りまして「６ ＮＰＯ等による心の復興支援事業」についてでございます。復興

庁の交付金を活用して実施しているもので、ＮＰＯなどが行う心の復興事業に対する補助事業でござ

います。今年度は資料 2の 14ページから 18ページに事業の一覧を記載させていただいておりますが、

43 事業への助成を行っております。 

続きまして、資料 1 の「７ ＮＰＯ活動推進事業」についてでございます。資料 2 の 19 ページを併

せて御覧ください。はじめにＮＰＯ支援施設等フォローアップ事業でございますが、みやぎＮＰＯプラ

ザの指定管理者に委託して実施しているもので、事業の内容につきましては、こちらの資料 2 の箱囲

み部分にございますが、その実績を資料の下に①から③まで記載させていただいております。①の活動

支援については、今年度から市町村への支援を新たに実施することとし、県内ＮＰＯ支援施設 11 施設

と角田市、東松島市を訪問し、意見交換や助言などを行っております。また②の協働事業の実施とし

て、ＮＰＯプラザと支援施設等が連携した協働事業を塩釜市、大崎市、それから資料にはその他と記載

しておりますが、角田市と気仙沼市の支援センターにおいて実施することとしております。さらに③の

人材育成研修として、支援施設や市町村職員の対象に 1 月 30 日と 31 日の 2 日間、県の公務研修所に

て実施を予定しております。 

続きまして、プロボノ事業についてでございますが、今年度は委員の皆様に先日メールでご案内をさ

せていただいておりましたが、本日机にチラシを配布させていただいておりまして、1 月 29 日水曜日

に普及啓発セミナーを開催することとしております。 

続きまして、みやぎＮＰＯ情報ネットの再構築事業につきましては、プロポーザル方式により企画提

案の募集を行いまして、株式会社ユーメディア様と委託契約を締結し、現在システムの改修を進めてい

るところでございます。令和７年度からの本格稼働に向けて、今後、操作研修会の実施や広報に努めて

まいります。 
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最後に資料 1 の「８ ＮＰＯ推進事業発注ガイドラインに基づくＮＰＯ推進事業」につきましては、

県の事業のＮＰＯへの業務委託を推進するものでございまして、ＮＰＯ推進事業に選定されますと契

約保証金の免除などのメリットがあります。令和６年度は、県庁５課の 8 事業を選定しており、令和

７年度の事業につきまして、現在手続きを進めているところでございます。 

事務局からの説明は以上でございます。 

 

（石井山会長） 

御説明ありがとうございました。いかがでしょうか。多岐にわたっておりますが、どのような切り口

からでも結構です。御質問、御意見、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

（中川委員） 

資料の作成ありがとうございます。3.11 メモリアルネットワークの中川です。 

次の基本計画にも関わるかと思うんですけれども、実施状況についての絆力の事業、それから心の復

興事業については、私は震災復興の財源でされているというふうに理解しております。それが令和７年

度で終了ということで、全体の施策を考えるこの委員会だからこそ、来年度で終わりなのかということ

で、令和６年度こういうお金出しましたということで終わりではなくて、例えば心の復興事業は何千万

円補助しましたということで、私たちも本当にお世話になっておりまして、ありがとうございます。一

方で心の復興って何をしたらいい事業かわからない、成果が指標が確定しないまま、もう復興完了で終

了ということを私は復興庁さんから聞いておりまして、いやせめて宮城県だけでも宮城県の心の復興

でできたこと、あるいは復興財源でできたことっていうのは、こんなインパクトがあったんだよとかい

うことを、令和６年度も含めて、令和７年度に向けてしっかりと可視化する必要があるんじゃないかな

というふうに思っているんですけども、その復興特需とも言っていいような財源のすごく大きな変化

が、令和 7 年度で終わってしまうのでこの辺りについてのお考えあれば、聞かせていただければと思

います。よろしくお願いします。 

 

（事務局） 

ありがとうございます。こちらの国の補助事業を活用して実施しているものでございまして、県とい

たしましては、今後も必要な被災者支援を行っていくために、継続して国に事業の継続を要望している

ところでございます。平成 28 年度から始まった事業でございます。今、中川委員がおっしゃったよう

に、この事業による成果っていうところの部分をしっかり検証した上で、令和７年度以降の事業継続に

向けてしっかりと国へも要望していきたいというふうに考えております。受益者の方にアンケートを

とっておりまして、そちらの回答を見ますと、皆様やはり交流ができる、人と人との繋がりができる非

常に良い機会になっているというふうに回答いただいております。そういったアンケートの結果など

もしっかりこちらのほうで分析をして、皆さんの方にお示しできるような形で、進めさせていただきた

いというふうに考えております。 

 

（石井山会長） 

中川委員、今の御回答で大丈夫でしょうか。 
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（中川委員） 

最終年度という事で、復興庁さんの心の復興の公募が今行われていて、締め切ったんですけれども、

実は指標の部分について最終年度に変更をしてきまして、今までは心の復興ということで、風化防止の

効果、地域活性化の効果を実は審査のポイントにされていたんですけれども、今年からそれを審査のポ

イントとしませんと、じゃあなんですかって言ったら、人数だけっていうふうになったんですね。心の

復興の事業というのは、何人来たって、それだけだったら変な話ですけど、アーティストさん呼んでと

かいっぱい来ましたよって、それが被災地、あるいは東日本大震災という災害の心の復興というものだ

ったのだろうか。あるいは宮城県の方々の心の復興というものは人数だけなんだろうか。非常に非営利

活動の目から見ると、疑わしい指標になってしまいまして、そこはもう復興庁さんがこういう時は宮城

県としてはこういう大切な、心の繋がりが生まれているんだとか、そういうことをしっかり出していた

だけるとありがたいなと思って質問させていただきました。以上でした。 

 

 （石井山会長） 

なるほど、受けていらっしゃるからこその情報も出していただいたかなと思います。つまり途中から

指標に関わって最終年度であるというように、ライン上流から修正があったという事なんですね。心の

復興に関しては。 

 

（中川委員） 

一言で言うと、来年度の予定を書く欄が昨年度まであったんですね、復興庁さんの申請書に。今年度

のものは来年度の予定を書く欄そのものが申請様式からなくなったんですよ。だからあなたたちに来

年度はありませんということなのかなというふうに受け止めるしかないというような形に変わってい

ると。最終年度に次なんか地域活性化してますって言ったら、いい事業だねってなる可能性もあるんだ

と思うんですけど、復興庁さんはそれを最終年度では見なくなりますよということで、被災地の何を求

めていたのかということが最後まで分からないままになる懸念があって、せめてやっぱり最大被災地

の宮城ではこんな心の繋がりがあるっていうことが出していただけると、すごくいいなと本当にお願

いであります。 

 

（石井山会長） 

なるほど。県の立場でも確かに見えないところも多分沢山あるとは思うんですけども、今出していた

だいた情報に関わって、県で掴んでいらっしゃったりとか、関連して例えばみたいな動きが絆力でもあ

るのかとか、そういう所を教えておいていただけるとありがたいですね。 

 

（長谷川副参事） 

1 点確認なのですが、今お話にございました、今年度、令和６年度の募集でという事でよろしいです

か。 

 

（中川委員） 

令和７年度の募集ですね。 
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（長谷川副参事） 

令和７年度の申請手続きされている中においては、次の計画を書く欄がないと、分かりました。 

まず、復興庁と内閣府の方から財源を我々の方に支援をいただきまして、復興関連ということで絆力

と心の復興とをやっているわけなんですけれども、今お話ございましたような成果指標みたいなもの

を設けるという仕組みは、県のほうで行っているものではないものですから、被災者支援に繋がるもの

というような大きな要件の中で、該当になれば、県の与えられた予算の中で県が交付決定をして進めて

いくというところでございまして、今のところ来年度の取組においては、特別今お話しがあったような

細かな見直しというところは我々のほうには示されていないものですから、正直、状況がよく把握でき

ていないというところです。今のお話からすると、もしかすると、次の年の計画という欄が我々がやる

上でも、様式上無くなっているという事はもしかしたらあるのかなと考えていたところです。先ほど、

事務局からも申し上げましたけれども、国の方は令和 7 年度までという考えですし、我々の方として

は、出来るだけ続けてほしいというような要望は行っているところでして、最終的にその辺どうなるか

っていう所はまだ答えを明確に示されてはいないのですが、そういった意向は、国はやはりもっており

ますので、我々としましては引き続き要望はしていきたいと思いますし、要望するに当たっても今言っ

ていただいたように、どういったものが結果できたのかということは少し整理をして進めていく必要

があるかと思っておりますので、そういったところも含めて、来年度の取り組みを考えていきたいと思

っているところです。 

 

（石井山会長） 

ありがとうございます。この件で大事なところだと思いますので、一委員として、もう少しお伺いし

たいと思うんですけども、仮に来年継続ができたっていうことがあった場合、どんな団体にどんな頑張

り方をしてもらうかっていう事に対して、県独自で注文をつけるっていう事は出来るんでしょうか。と

いうのも例えば、今後に向けて被災地で十数年蓄積されてきた知見を能登の復興や、今後の震災にこう

生かしていくっていうところに対して踏み出している団体を積極的に応援するっていうようなことが

宮城県独自でされた場合、それをてこにしていきながら、国の予算の獲得に繋げていくっていうよう

な、これは誓約っていうよりも実としてそういう動きがあるといいなと思うんですけれども、そういう

形を誘っていくときのために、県として独自の推薦基準みたいなものを作っていく可能性というもの

があるものかどうなのかというところなんですけれども。 

 

（長谷川副参事） 

今のご意見でございますけれども、我々の方にも今お話しがあったような部分の国の事業のスキー

ムというところはまだ示されていないので、何とも申し上げられないんですけれども、現在のスキーム

のまま仮に継続されたときに、今言ったような視点という部分は要綱上では国がつくるものですから、

我々が選定団体を決めるときには、そういった視点を織り込んで決めるというところは県の裁量とし

ては検討が必要なところかなとえております。 

 

（石井山会長） 

ありがとうございます。そういう工夫も含めて今後やれていく可能性があるという事ですよね。そこ
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に向けてのアイディアや視点を今いただいたご質問だったかなと思います。ありがとうございます。 

いかがでしょうか。ほかにも様々論点はあるかなと思うんですけど、多彩な情報だと思います。どう

いう切り口でも結構です。よろしくお願いします。 

 

（堀川班長） 

御説明ありがとうございます。教えていただきたいところがありまして、資料 2 の 11 ページ、ＮＰ

Ｏ等の絆力を活かした震災復興支援事業の一覧の中で一般社団法人 Re Roots の交付決定額が 0 円とい

うことになっておりますが、こうなった経緯を教えていただきたいなと思っての質問でございます。 

 

（事務局） 

絆力の補助事業で交付決定を行っておりました Re Roots さんの事業でございますが、こちらの団体

の方から法人を解散して、別な任意組織でこの事業を継続するとお話を伺っております。 

被災者支援という切り口で、この事業を行っていた団体ではございますが、今後は幅広く一般の農業

支援というような形で事業を展開していきたいというお話がございまして、事業そのものは継続され

るということでございますが、法人という形ではなく、一般の方も含めて対象といたしました任意団体

という形で活動を行っていきたいということで、交付決定の段階ではそちらの部分がまだ組織として

見えない部分があったということもありまして、年度途中の中止ということにはなってしまったんで

すけれども、事業そのものは継続されるということで団体のほうからは伺っております。 

 

（堀川館長） 

ありがとうございます。 

 

（石井山会長） 

ありがとうございます。その他いかがでしょうか。よろしくお願いします。 

 

（五十嵐委員） 

資料の御作成と御説明ありがとうございます。ＮＥＣソリューションイノベータの五十嵐でござい

ます。 

資料 1 の 7 番目の（3）のところ、みやぎＮＰＯ情報ネットの再開発の部分についてご対応ありがと

うございます。おそらくシステムを導入して運用していただいて、また新たに開発が必要とか、修正が

必要という部分必ず出てくるかと思います。というのも運営団体さんのほうにとっても未知のもので

すし、我々にとっても未知のものですし、動かしてみたらここもこうしてほしいなとか、こんな風だっ

たら県民の皆さん使いやすいなという点もこれからでてくるかと思います。可能でしたら令和７年度

以降も見直すポイント、振り返るポイント、期間とお金もかかるのですが、そういったものも用意して

いただければと思っております。よろしくお願いいたします。 

 

（石井山会長） 

工程は御納得されてらっしゃるということですよね。メンテナンスの為の費用を計上していくって
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いう事になりますかね。 

 

（長谷川副参事） 

ご質問ありがとうございます。まずいま年度末の完成に向けて業者さんと一緒に調整しているとい

う所でございます。作った後も当然管理をしていくわけですけれども、今の段階からですね、作る前か

ら見直すんだという前提で予算確保までは至ってはいないのですが、当然使った後に必要あればそれ

は予算を確保して改修するといった事は当然必要なわけでございますので、今そういった予算をとる

予定があるのかということに関しては、正直そこまでは予定はまだもってはいないのですが、当然今後

そういったものを考えたいと思いますし、当初だけではなく、補正予算の確保という仕組みもございま

すので、運用状況を見ながら、せっかく作るシステムなので、より良い運営が出来るように対応してい

きたいと思っております。 

 

（五十嵐委員） 

ありがとうございます。運営だけではなく、おそらく振り返りの場というのを設けたほうがいいかと

思いますので、ご調整よろしくお願いいたします。 

 

（石井山会長） 

ありがとうございます。いかがでしょうか、その他、この件に関わっては。 

本日は実は次の議題、基本計画の策定年度に次年度がはいってくるという事がありまして、ここに関

わっては、少々長めに議論しないといけないかなっていうふうに思っております。とは言えこの 1 の

議題についても短時間で目配せができるというわけではございませんので、もし議事進めていきなが

ら、気づかれた点がありましたら、２つ目の議事も終わった段階で改めて御意見を頂くということで、

進め方としては議事の 2 に入らせていただくといったことでもよろしいでしょうか。 

ありがとうございます。では、進めさせていただきます。議事の 2 つめでございます。宮城県民間非

営利活動促進基本計画の策定について事務局より御説明をよろしくお願いいたします。 

 

（事務局） 

宮城県民間非営利活動促進基本計画の策定について御説明をいたします。初めに本日お手元に配布

させていただきました A 4 の 1 枚の紙、民間非営利活動の促進に関する基本計画（第６次）の策定に

ついて（諮問）と書いてある紙を御覧ください。県は宮城県の民間非営利活動を促進するための条例の

規定により、宮城県民間非営利活動促進基本計画を定めることとされております。現在、策定している

計画は、本日、参考資料の１としてお配りしていたところでございますが、令和７年度までの計画期間

となっていることから新たな計画を策定する必要がございます。このため、条例第 16 条と第２項の規

定により当委員会へ意見を求めるものでございます。それでは、計画の策定につきまして、資料 3、資

料 4、資料 5、それから参考資料の 2 を使用して御説明をさせていただきます。はじめに、資料 3 の

「宮城県民間非営利活動促進基本計画（第 6 次）の策定について」を御覧ください。「１ 第 6 次計画

策定の位置づけ」は、先ほどの諮問で申し上げた内容でございますので説明を省略いたしますが、現在

の計画は第 5 次計画でございますので、これから御審議いただく計画は第 6 次計画となります。「2 計
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画の骨子（案）」を御覧ください。 

（１）計画期間につきましては第 4 次計画以降は年度で 5 年間としていること。また、県政運営の

指針である新宮城の将来ビジョンの計画期間が令和 12 年度までとなっていることから、これに合わせ

て令和 8 年度から令和 12 年度までの 5 年間としたいと考えております。 

（２）策定の趣旨でございますが、現在の計画期間中におきまして、ＮＰＯを取り巻く状況として人

口減少やデジタル化の進展といった社会環境の変化のほか、令和５年度に県が実施したＮＰＯ活動実

態・意向調査や国が実施した特定非営利活動法人に関する実態調査などの結果に基づく現状と課題、加

えて宮城県民会館・みやぎＮＰＯプラザ複合施設の整備といった変化がございますことから、これらの

状況を踏まえＮＰＯ活動を促進するための基本理念や、施策の基本的な事項などの見直しを行うもの

でございます。 

（３）基本理念につきましては第 5 次計画で掲げた「ＮＰＯと多様な主体が相互の信頼を育み、連

携協働することにより、しなやかで強い持続可能な社会を実現する」という理念を維持しつつ、当委員

会での意見を踏まえて検討してまいりたいと考えております。 

（４）施策体系は、計画で記述する施策の体系でございます。この計画では施策の体系として大きな

基本方針を定め、その中に施策の柱を記載しております。基本方針及び施策の柱は計画の改定毎に見直

しを行っており、独自計画も先ほどの基本理念を踏まえ、委員の皆様から御意見をいただきながら見直

したいと考えております。 

裏面を御覧ください。「3 次期計画策定に向けたスケジュール」でございます。 

本日計画策定について諮問させていただきまして、来年度に 4 回委員会の開催を予定しております。

本委員会の策定には、県議会の議決を要することから、本委員会で 4 回計画案を御審議いただき、県

議会令和 8 年 2 月定例会に提案する予定でございます。 

「4 参考」には、現行の第 5 次計画の策定に当たっての視点を記載しております。こちらは資料 4

でも御説明いたします。 

続きまして、A3 横の資料 4「宮城県民間非営利活動促進基本計画（第 6 次）の策定方針案」を御覧

ください。本資料は左側部分の今後の展開において踏まえるべき視点をもとに、中央部分に第 6 次計

画の策定方針を整理しております。先ほどの資料で御説明いたしましたとおり、基本理念や施策体系な

どにつきましては、本委員会で委員の皆様から御意見をいただきながら検討してまいりたいと考えて

おりますので、様々な視点から御意見をいただければと思っております。なお、参考として右側部分に

現行の第 5 次計画の基本理念、視点及び施策体系を記載しております。 

それでは、左側の今後の展開において踏まえるべき視点を御説明させていただきます。 

はじめに「1 ＮＰＯの状況」につきましては、昨年度、国が実施したＮＰＯ法人に関する実態調査の

結果と、本計画の策定のために県が実施した宮城県ＮＰＯ活動実態・意向調査の結果から、主な現状と

課題を記載しております。国の調査結果につきましては、本日、参考資料 2 として概要版をお配りし

ております。また、県の調査結果につきましては 6 月に開催いたしました本委員会で、御説明をした

ところでございますが、資料 5「宮城県ＮＰＯ活動実態意向調査比較表」といたしまして、前回調査と

の比較・考察および方向性をまとめておりますので、こちらの資料を合わせて御覧ください。それでは

箱囲み部分に記載しております主な現状と課題の１つ目、こちらは後継者の不足、そして 2 つ目は、

人材の不足と資金の不足についてでございます。参考資料の 2、特定非営利活動法人に関する実態調査
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概要版の 3 ページを御覧ください。代表者の属性では、ＮＰＯ法人の代表者の約 7 割が 60 歳代以上

で、70 歳代以上は、表見えにくいですが、右側の部分になりますが、4 割以上が 70 歳以上となってお

り、世代交代の過渡期を迎えているという状況がこちらで分かります。7 ページのお開きください。こ

ちらにはＮＰＯ法人が抱える課題について記載されております。人材の確保や教育、後継者の不足が上

位となっております。 

続きまして、資料 5 を御覧ください。4 ページをお開きください。6 番の事業活動を促進させるため

に最も解決すべき課題として、県内の多くの団体が人材、資金不足を課題としてあげており、前回調査

時も同じ傾向でございます。これまでの人材育成や財政支援施策に加えて、ＮＰＯ活動へ参加しやすい

働きやすい環境の整備や活動資金確保の支援施設が必要であると考えております。資料 4 に戻ってい

ただきまして、主な現状と課題の 3 つ目としてデジタルの活用がまだまだ進んでいないという課題が

ございます。こちらも参考資料の 2 の 11 ページを御覧ください。デジタルオンラインツールの使用状

況についてでは、SNS を活用している法人は 3 割程度となっており、一方で認定ＮＰＯ法人について

は 6 割以上が活用している状況でございます。ボランティアの募集や寄附金の確保にはデジタル、オ

ンラインツールの活用が有効と考えられますことから、デジタル活用の支援施策が必要であると考え

ております。資料の 4 に戻りまして、主な現状と課題の 4 つ目として、企業との共同やプロボノ人材

の活用希望が大きくなる中、マッチング機能やノウハウの不足が課題となっております。こちらは資料

5 の 9 ページを御覧ください。13 番の他の団体と共同する際の課題として、本来活動の忙しさ、資金

不足が上位となっており、これは 2 つ目の課題である人材不足と資金不足に起因するものと考えられ

ます。続いて、連携に対する関心の度合いや連携を仲介する機能の不足があげられており、パートナー

シップのさらなる理解の醸成と交流機会の確保の施策が必要であると考えております。また、資料 5 の

9 ページと 10 ページには、今回の調査で新たに追加いたしましたプロボノについての項目を記載して

おりますが、14 番プロボノ人材の活用状況では活用が 1 割にとどまっているものの、3 割以上のＮＰ

Ｏ団体が興味を示しており、15 のプロボノ人材の導入や活用における課題として、受け入れ体制が整

備されていない、プロボノ人材と繋がる機会がないことがあげられております。こうした状況から特に

ＮＰＯの組織基盤強化につながる資金調達や広報、IT の知識やスキルを持つ人材と団体を繋いでいく

という取組が必要と考えております。このほか、本日は時間の都合もございまして、説明は省略いたし

ますが資料 5 でお示ししております調査結果の考察と方向性を踏まえ第 6 次計画の策定方針案に反映

しているところでございます。 

資料 4 に戻りまして視点の２番新みやぎＮＰＯプラザの整備についてでございます。 

宮城県民会館とみやぎＮＰＯプラザの複合施設は、あらゆる人々に開かれた交流・協働・創造の拠点

として第 6 次計画の期間中である令和 10 年度中の開館に向けて整備を進めているところであり、昨年

10 月には施設複合化の効果やその管理人の基本コンセプトなどについて皆様からいただいた意見を踏

まえて管理運営計画を策定したところでございます。新みやぎＮＰＯプラザでは新たな複合施設とし

て管理運営の 3 つの視点であるおこす、むすぶ、ひろげるを基軸として、その役割や機能の充実を図

っていく必要があると考えております。特に複合施設化による機能最大化に向けて関係機関と調整の

上、企画連携調整会議などを活用しながら、取組を検討してまいりたいと考えております。 

続きまして、視点の「3 社会変化」についてでございます。今後人口減少社会が進んでいくことに加

えて、在住外国人の増加が見込まれており、多文化共生社会への対応が必要となっております。また、
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コロナを契機としたデジタル化の進展や、企業の SDG’s への理解と取組の進展、副業などによる社会

参画、さらにふるさと納税やクラウドファンディング、遺贈寄附、フードバンクへの物資寄附など、寄

附の多様化の状況などがございます。 

ここから資料 4 の中央に記載しております「第 6 次計画の策定方針」について御説明いたします。

基本理念でございますが、先ほど資料 3 で御説明いたしましたが、右側の第 5 次計画で掲げた基本理

念を維持しつつ、本委員会での意見を踏まえて検討してまいりたいと考えております。次に方向性につ

いてですが、ただ今御説明いたしました視点の 1 から 3 までを踏まえまして、ＮＰＯの様々な課題に

対応し、ＮＰＯ活動の一層の促進を図るため、多様な主体が協働できる環境づくりを強化するととも

に、ＮＰＯに関わるさまざまなネットワークの構築を推進していく。さらにみやぎＮＰＯプラザの複合

施設化の効果を最大限に発揮し、参画社会の実現とＮＰＯの新たな可能性の創出を目指していくとし

てります。この方向性に基づき基本方針 1 から 3 までを下に記載しております。基本方針 1 につきま

しては、持続可能な社会を支えるＮＰＯの基盤強化と複合施設の機能最大化です。複合施設化によるさ

らなる社会参画の機会の創出、多様化する寄附を活用した活動資金確保の支援、職員の人材育成と外部

人材の活用支援、ＮＰＯ活動のDX化の推進などについて検討を進めてまいりたいと考えております。 

基本方針 2 については、ＮＰＯ活動を促進するネットワークの充実です。みやぎＮＰＯプラザと地

域のＮＰＯ支援施設による公益的支援機能の強化、みやぎＮＰＯプラザのプラットフォーム機能も充

実、市町村支援機関ネットワークの拡充による県内全域のＮＰＯへの支援力向上などについて検討を

進めてまいりたいと考えております。 

基本方針 3 につきましては、多様な主体とのマッチング機能の強化です。デジタル技術を活用した

ボランティア、フロボノなどのマッチング強化、ＮＰＯ支援施設におけるコーディネート機能の強化と

ＮＰＯと企業などの交流の促進、これまでもＮＰＯ活動で形成された協働体制の継続、ネットワーク化

の推進などについて検討を進めてまいりたいと考えております。 

資料 4 の上を御覧ください。第 6 次計画では今御説明いたしました策定方針案に基づき、県政運営

の指針である新・宮城の将来ビジョンに掲げられた理念や方向性に沿いながら各種政策を推進してま

いりたいと考えております。委員の皆様にはお示しいたしました策定方針等を基にいたしまして、様々

な御意見をいただき、計画策定を進めていきたいと考えております。なお、ご意見は本日この場でいた

だきたいと思いますが、本日御発言できなかった内容などがございましたらお配りしております回答

様式にご記入いただき、2 月 21 日までに事務局までお送りいただければと存じます。本日欠席されて

おります委員の方にも同様の様式をお配りいたします。事務局からの説明は以上でございます。 

 

（石井山会長） 

ありがとうございます。ということで、促進委員会、例年は 2 回という形で展開されているんです

けれども、計画策定年度にあたる次年度に関しては、その倍の数、促進委員会がまずあるということ

で、継続される委員の方々が多勢だと思いますけれども、従来の年度とは様子が違うんだと、作業をし

ないといけないと、皆で作文をしないといけないと。しかもそこにはかなりの責任が発生するというこ

とで、まずご自覚をいただきたいということであります。そして今日の段階ではもうすでにその作業入

っているというふうに理解していいかなと思います。資料の４を大きくたたくという形で議論するの

が多分進め方としてはいいのではないかと思うんですけれども、従前の計画であります 5 次計画とい
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うのは右手にございます。それをどのように発展させていくのか、どのような内容を盛り込んでいくの

かっていう事をめぐって事務局のほうで試論的にまとめていただいているのがカラーの部分でよろし

いですよね。視点として大きく左側に３点にわたってまとめていただいておりまして、これを見るとお

そらく前の 5 年を超えて次の５年を作っていこうとしたときに、アフターコロナという視点も入って

さらにこなれければならないという事など、まだ盛り込むべきものがたくさんあるということ、そうい

うたたき台なんだと理解していただいていいと思います。これを基に５次計画でもありました基本理

念、方向性、基本方針１、２、３という形のものに最終的には収斂していくという事になっていきます

ので、ここに向けてどう前の計画を修正させていくのか、発展させていいくべきなのかそこに向けて出

来るだけ今日は本当にどんなレベルの議論でも構いませんので、御意見をいただくという事です。そし

てまた時間が足りなければ、回答用紙等で出していただき、それをまとめあげていただいたものをさら

にたたいていきながら次年度の計画立案に向けていくというそういうスケジュールということですね。 

いかがでしょうか、中々口火を切りにくい大きな宿題の前にだと思うのですけど、質問でも結構だと

思います。御意見いただければと思いますがいかがでしょうか。 

 

（青木委員） 

青木です。資料 3 の２ページに、スケジュールをお示しいただいています。２月の備考欄に市町村・

庁内ＮＰＯ施策実施状況調査とありますが、どんな形の調査になるのか、内容についてお伺いたしま

す。 

 

（事務局） 

計画の改定毎に市町村に照会を行っているものでございます。内容といたしましては、市町村におい

てＮＰＯ活動を行っている団体がどのくらいあるのか。市町村でどのくらい支援を行っているのか、な

どについて基礎自治体である市町村のＮＰＯへの支援策を調査して、県の方で必要な支援策は検討し

ていくものの資料とするということでございます。 

 

（青木委員） 

ありがとうございます。基本的には紙ベースでの調査という事でしょうか。 

 

（事務局） 

その予定でございます。 

 

（青木委員） 

もう 1 点は改定の工程に関しての提案です。今回改定に向け、これまでの資料や県のホームページ

内容などをおさらいしました。宮城県ではちょうど 20 年前に「行政と NPO の協働マニュアル」が作

成されました。これはワーキングチームを設定し、多くの県職員の方や NPO の様々な方が関わって作

られたものです。先般 NPO 支援センターの関係者と NPO と行政の協働に関する話の中で、愛知県で

の見直しの動きを伺いました。愛知県では 2005 年に全国で先駆けて「協働のルールブック」をＮＰＯ

と行政が作成し注目されました。この 2 月に発行 20 年を迎え改めて「協働を考えるフォーラム」を行
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い、今後の改定に向けて振り返りを行うというものです。その視点で改めて宮城の状況を見たときに、

実践の中でどのくらい意識をしていたかと反省を含めて見返しました。 

今回の基本計画の改定と併行して、地域の様々な方とのコミュニケーションをとりながら反映させ

ていくというのが、大事なのではないかと思いました。ちょうど条例策定の経過で、7 圏域をキャラバ

ンで巡回しています。スケジュール的には難しいかもしれませんが、震災後の状況や地域の実情もふま

え、現場に近いところでの対話は、関心のある方々の掘り起こしも含めて、計画を考える上で重要では

ないかと感じたところです。みやぎ NPO プラザの関連事業では、地域の支援センターとの意見交換な

ど巡回もされている下地もありますし、その他、民間でも様々なネットワークが生まれていたり、学び

の場を作ったりしています。この素案作成の工程でも対話の機会の設定ができるといいのではないか

と思いました。可能な範囲で委員も参加が叶えば会議室ではないところで一緒に考える機会にもなる

のではないかと思いました。 

 

（石井山委員） 

ありがとうございます。これ、どうしましょうかね、今の段階で事務局で応答していただくっていう

のは難しいような気もしますけれども。 

 

（長谷川副参事） 

御意見ありがとうございます。まず私も含めてですね、２０年前に作ったマニュアルという事で改め

て確認をしていきたいと思いますし、見直しみたいなお話しもあると思うんですけれども、我々も一度

それをみましてですね、新しい計画を策定するタイミングでそういったもの、更新する必要性があるの

かどうか、どう更新するのかといったところも含めて、計画策定と並行して内容を確認していきたいと

考えております。 

 

（石井山会長） 

ありがとうございます。おそらく愛知が 20 年経って、これを見直していこうと思う背景には、この

20 年で行政やＮＰＯや地縁組織ですね。この三者の関係が相当大きく変化したっていうそういう認識

があることなんでしょうね。財政が非常に厳しい状況の中で、行政自体が相当スリムにならなければい

けない状況の中で市町村自体の性格ががだいぶ変化が表れているということや、一方でそういう、自治

体の状況に応じて地域の互助・共助を作っていかないという文脈が非常に強まってますよね。地方創生

という言葉が使われ、現総理大臣が地方創生の初の総理大臣だったと思います。そのあとその小さな拠

点であったりとか、RMO であったりとか、つまり我々はＮＰＯっていう議論をしてたわけですけども、

行政がなかなか届かないところの受け皿として、地域という事を非常に考えないといけない状況が生

まれる中で、その協働の質を考えなおさないといけない。そういう事態の中で、おそらく愛知がそうい

う動きをしていることだと思います。今お話しさせていただいている状況論はおそらく宮城もほとん

ど変わらないということなので、それを踏まえた形の中身を、計画に盛り込むかっていうことと合わせ

て考えていかなければというふうに伺っておりました。そのほか、いかがでしょうか。よろしくお願い

します。 
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（吉田委員） 

日本政策金融公庫の吉田でございます。御説明ありがとうございました。 

私、金融機関の人間でございますので、どちらかというと金融機関目線といいますか、この非営利活

動、ＮＰＯ団体さん以外の数多くの企業様の御相談を、日頃からいただいているんですけども、どこも

同じといいますか、やはり後継者がいない、資金が大変だと、あとは人材が足りない、どこも皆さんお

っしゃいます。特に深刻なのは事業承継ですね、後継者がいないというところは、いろんな企業さんも

仰られている中で、一つの、民間さんの中で取り組んでいるのが親族内で承継するというのは難しいの

で第三者の方に継いでもらうみたいな形の取り組みが、世の中では色々と増えていっているところか

と思います。このＮＰＯ法人に当てはめてみると、人材を育成して、外部人材の活動を支援するという

取組が非常に重要にはなってくるとは思うんですけども、プラスアルファの新しくこの活動に参画す

る人たちの、母数をどうやって増やしていくかというのは非常に重要になるのかなと思いますので、更

なるその社会参画機会の創出ということで基本方針していただけるんですけれども、そこをより施設

複合化に頼らず、参画する人材を確保していくというポイントで活動していくことが重要かなという

意見が一つ。もう一つ資金の不足についてなんですけども、実際、ＮＰＯ法人の方々も我々御融資の御

相談いただくことがありますので、なかなかその大変な現状を踏まえて、借入れの御相談をいただくと

いう形になるんですが、そもそも借入という手段をもう知らない方はやっぱり中には実はいらっしゃ

ったりもいて、やはり補助金だとか、寄附金というところをベースに資金を調達していくというよう

な、今まで運営していたっていう方も多くいらっしゃいます。なので、資金調達の方法っていうのは

色々あるかと思いますし、こちらに謳っていただいている、多様化する寄附を活用した活動資金の確保

の支援ということで、寄附を有効に受けれらない団体さんとか、そういう方々に対する支援など、その

辺りはどうすればいいのかというような意見としてありましたので、これから補助金がまた、震災復興

の関係で補償されるという御意見もありましたけれども、資金が回らなければ活動団体維持できない

という資金繰りの深刻な問題とかあると思いますので、いや、人材の確保と資金の支援という所を充実

させていく必要があるかなと意見でございます。以上です。 

 

（石井山会長） 

ありがとうございます。今、出していただいた吉田委員に人の問題と金の問題ですね。本当に深刻な

ところでそれぞれ悩んでいらっしゃる方々、おられるかなと思います。関連していろんな御意見が浮か

んだ方や、アイディアとしてこういったものっていうこと思いつかれた方もおられるんじゃないかな

と思いますけれども、そういうご意見でも構いません。よろしくお願いします。 

 

（今野委員） 

ユーメディアの今野です、御説明いただきありがとうございます。今吉田委員が仰ったこと、まった

く同じ事をお話ししようと思っていて、中小企業の現状と全く一緒だなという所を感じました。資金の

所は仰った所とおりだと思いますので、事業承継と人材の所ですけれども、中小企業の経営者の皆さん

も人を育てていくという、承継していくのを最大の経営課題だと仰る方もいるかなと思っております。

意思を持って継ぐということを含めて、意思を持って長期的に計画をしてやっていくという所が重要

かなと思いますので、そういったその基本的な考え方を共有していくセミナーとか勉強会とか事例の
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共有とかそんなことがあってもいいのかなと。これだけ大きな課題となっておりますので、認識を揃え

ていくというのが大事かなと思いました。人材の不足な所は、人材不足を人で補わないという考え方も

結構大事で、DX の考え方も書いてありますけれども、思い切ったジョブプロセスの改善みたいな所を

支援していくですとか、人を人で補うという考え方自体が、もうこんな人口減少の中で多々難しい所が

ありますので、いかにデジタルに置き換えていけるかというところを、徹底してやっていくという視点

も必要かなと思います。フロボノの所でいくと、最近私どもに情報共有いただいた県の施策だったと思

うんですけれども、大企業の副業人材をマッチングしていくような動きがあるかと思います。企業だけ

ではなくＮＰＯも対象にすることが出来るんじゃないかなと思っておりまして、大企業で副業を希望

する人材の方って、もうお金じゃないんだそうです。基本的には収入を得たいという事じゃなくって、

地域で活動している、地域の未来に貢献したいという気持ちで首都圏にいながら、地域の仕事をするっ

ていうニーズが結構あるらしいので、そういう所にマッチングしていく方法もあるんじゃないかなと

感じました。 

最後もう一点、関わる人達を増やしていくという観点でいくと、小学校、中学校、高校、大学のプロ

セスにおいて、ＮＰＯの活動といかに接点をつくれるかという視点も非常に大事でして、私の事で恐縮

ですけど、小学生と高校生の子どもがいますけれども、どちらもたぶんのＮＰＯとの接点ってもちろん

ほとんどなくて、生きてきているんじゃないかなとい思っております。なので、そういう教育の現場と

か、成長する過程にどういう風に接点を作っていくかっていうのもこのマッチングの視点で大事かな

と思いました。それとせっかく東北大学がこの地にあって、優秀な大学でたくさん優秀な人材がいます

ので、そういう大学さんとどういうふうに協働を進めていくかっていうのも、非常に重要な視点かなと

思っておりました。以上です。 

 

（石井山委員長） 

ありがとうございます。特に後半のお話伺いながら思い出していたのは、僕は大学の授業の中でＮＰ

Ｏって知ってるっていう話を毎年するんですね。かつては、東北大の学生はやっぱり意識高い系が多い

ものですから、議員のインターンやったりとか、様々な形で関わるんですけど、やっぱりコロナ禍を超

えた後、ほとんど手が上がらないという状況があって、今高校生、小学生っていう話があったんですけ

ど、時期的にやっぱりコロナの影響を相当受けて情報や、やっぱり出会いが封じ込められた時代を同時

代でみんなが経験したということだと思うんですよね。だからやっぱりそこを超えていくための積極

的な仕掛けっていうのは、絶対的に必要っていう事が僕もやっぱり肌間で感じておりまして、すごく共

感しながら聞いておりました。ありがとうございます。 

いかがでしょうか。様々に御意見いただきたいと思っておりますが、よろしくお願いいたします。 

 

（佐々木委員） 

リフ超学校の佐々木です。皆さん御説明ありがとうございました。吉田さんと今野さんの意見と重複

するとこがあるんですけれども、人材不足と資金不足、本当に皆さんご案内のとおりで、深刻な課題と

なっていると思います。ただ、私が現場で見ている状況ですと、例えば私の場合 36,000 人規模の利府

町から来ているんですけれども、そういったその町々の人口に依拠するっていう課題もあると思うん

ですけれども、私が現場で見ている感覚ではそういった民間の非営利団体活動、ＮＰＯ活動等に関わっ
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ている人は一人何役もやっていて、関わってない人は全く関わっていないというのが、人材不足のひと

つの原因かなというふうに捉えております。この民間非営利活動というのをどのように一般化してい

くというのが、次の第 6 次の策定のキーになってくるかなとは思ってます。例えば具体的にどういう

事かというと、皆コンビニやスーパーや図書館の使い方は知っているけど、ＮＰＯ支援施設やＮＰＯ支

援施策の使い方が分からない、これが当たり前でいいのかどうかっていうそういった議論なんかから

していかなければならないのかと所がひとつあって、こういったＮＰＯや民間非営利活動っていう、あ

えて業界って呼びますけれどもこの業界の本当に特殊的であっていいのか、という所ともっと一般化

していくべきではないのかという所を感じていました。２点目が質問なんですけれども、真ん中の基本

方針の所、2 の所で 5 次計画（2）のＮＰＯ支援施設及び中間支援組織への支援強化っていうところで、

これはおそらく主に公的な各市町村ごとのＮＰＯ支援施設や中間支援組織というところを指すんだと

思うんですけれども、この文言が変わって公益的支援機能強化とか、あとは支援機関ネットワークの拡

充とかの文言に変わることによって、これまで公的ＮＰＯの施設等が無かった地域にも、これまで以上

に県からの支援が行き届くというような捉え方でよろしいのかどうかをお聞きしたいと思います。以

上です。 

 

（石井山委員長） 

ありがとうございます。この点どうですかね、今の段階でお答え出来る事があれば。 

 

（事務局） 

ただいま御質問をいただきました、支援機関への支援の部分でございますが、第 6 次計画ではこれ

まで個別にＮＰＯ支援施設やＮＰＯ中間支援組織へ支援を行ってきていたものを、できるだけネット

ワーク化をすることによって、みやぎＮＰＯプラザから各支援施設だけではなく、各支援施設間の中で

も、こうカバーしあって支援をしていただくというような形で強化をしていきたいというふうに考え

ております。それによりまして、市町村では支援施設ないところもございますし、市町村の人口にもよ

りまして、なかなかＮＰＯにも支援が難しいという市町村もございますので、そういったところでも幅

広くＮＰＯ支援施設の支援を受けられるような形でこう広域的に支援を行っていくというところを目

指していきたいというふうに考えている所でございます。 

 

（石井山委員長） 

単純に僕、絆力の審査に関わりながらいつも思うのは、県北の団体が多いんですよね。で、県南から

のアプライが本当に少ないという状況があって、そういう意味でも地域的な偏差だとか差っていうの

は、皆が自覚をしているところで、それは埋めていく方法についても、改めて検討し直さないといけな

いという、そういう論点をいただいたかなと思いますね。ありがとうございます。 

西出委員よろしくお願いいたします。 

 

（西出委員） 

西出です、ありがとうございます。先程の議論で、人材のマッチングとか育成とかお話しがありまし

たけれども、今しているＮＰＯの授業やゼミで、ＮＰＯに就職したいという熱意をもっている学生が実
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際にいるんですね。でもそのための求人情報が分からないっていう事で私も調べてみたんですけれど、

宮城県内で新卒採用しているＮＰＯさんはあることはあったんですが、非常に少ない状況っていうこ

とが分かったんです。たぶんコロナ前の数年前は、ＮＰＯ、ＮＧＯの合同の説明会などもやる計画があ

ったか、やったかうる覚えなんですが、そのような機会を設けたりっていうこともひとつだったり、結

構、就職に関心を持ってる学生はいるんだけれど、中々実際に結びついてないというところも、何かマ

ッチングか機会を設けていただくっていうこともあるのかなと思いました。資料の中に、寄附の多様化

というのがあって、実態調査で、ふるさと納税を活用しているＮＰＯさんが何件かあったかと思うので

すが、具体的に宮城県でＮＰＯさんが、ふるさと納税を活用しているっていうイメージがあまりないん

ですけれども、そういった仕組みとして、お金のマッチングのサポートが出来るならそれも推進してい

ただけるといいのかなと思いました。あと借入の話で、実際にＮＰＯさんが金融機関に借入をするの

が、ハードルがどのくらい高いのかなっていう事と、全国のＮＰＯ法人の実態調査によると、どこから

借り入れをしているのかという問いに対して個人からの借り入れっていう回答が一番多くて、金融機

関からの借り入れがかなり少なかったように思うんですけど、その辺も何とか改善できる様なサポー

トが出来るようにするといいのかなと思いました。以上です。 

 

（石井山委員長） 

ありがとうございます。お金の面では相当皆さん苦しみながら、実態としていろんな獲得の仕方があ

るという事で、ふるさと納税であったりとか、休眠預金をめぐっても色々動きがありますよね。様々そ

ういったファンドが実態としてどのように活用されているのかっていことは、我々情報きちんと集め

ながら繋げるところに繋げられるっていうような、そういう策を考えないといけないっていう様に思

いましたね。今の西出委員も含めて、幾人かの方が、この場合には新卒の方がマッチングができない話

題がありましたけど、そこに触発されて一委員として少しこういう話があるということで、僕は去年の

9 月に韓国に 1 週間くらい、スタディツアーを企画して話を伺うって事を企画しまして、その中でソウ

ルの、市民大学っていうことがあるんですね。様々な話を聞くと地元にある大学から少し派生してでき

上ったということと、札幌、北海道にある仕組みを真似たという言い方をされましたけど、札幌、北海

道よりもよっぽど優れたものを作ってらっしゃるなと。韓国の方々はよく日本から真似たという言い

方をされるんですけど、できあがったものを見ると日本よりも優れてものができあがっていることが、

往々にしてあって、そこはまさにそういう話だったんです。その市民大学は様々なプログラムを持って

いるんですけど、所謂人生における２つの移行期ですよね。今もっと複雑になっていると思いますけれ

ども、修学していた段階から働き始めるという。それから働いていた人間が定年を終えて第二第三の人

生をという段階というのは、間違いなく従来とは違う自分の所属を作っていくという段階だと思うん

ですけれども、そこに対応した学習プログラムを作ってるんですよ。学校の中だけでは教えられないど

んな働き方があるのか、その中には市民的な活動も含めた形で、高校生や大学生に伝えていくっていう

プログラムや、定年退職後に一体どういう活躍の仕方があるのかということを 30 代の段階から伝えて

いくというプログラムが作られているんですよね。日本においてでも市民大学みたいなものはありま

すし、県としても県民大学が一応仕組みとしてあるんですけれども、今よりも戦略性を持ってプログラ

ムを様々なＮＰＯが加担していただきながら、作っていくという可能性があるんじゃないのかなと思

ってまして、例えば、県民大学の場合は教育委員会が管轄ということになるのかな。しかしそこと協働
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していきながら作っていくと言うことも大事ですし、プラザが新しくなるということを考えれば、ここ

にはおこす・むすぶ・ひろげるとあるんですけれども、やっぱり学ぶ、学び合うという状況の中で、後

継者が生まれ、適切なところに繋がっていくというようなことも考えていい段階なのかなと。韓国をヒ

ントにしながら考えたりもしました。そういった夢のような話も含めて、皆さん今の段階で出していた

だいていいところかなと思います。いかがでしょうか。よろしくお願いします。 

 

（中川委員） 

資料４の基本理念、基本方針というのに沿って、それぞれちょっと私が考えていることを皆さんにも

共有して、もし反映できることがあれば反映いただきたいと思うんですけれども、まず一番上に基本理

念と書いてあるんですけれども、ＮＰＯと多様な主体がというＮＰＯの存在が当たり前みたいに書い

てあるところからして、ちょっと今私疑わなければいけない状況かなと思っております。今日の資料で

もＮＰＯ法人の数が減少しているということと、あといつも私、一般法人が増えていると言ってますけ

れども、一般法人も減り始めたというところで、もうそういう活動をする方々が減りつつあると。人口

減少のカーブが始まったときに、もっと対策していれば良かったのにとかいつも思うんですけれども、

今減り始めたということは、そもそもＮＰＯという在り方自体が非常に社会全体で難しくなってきて

いる。宮城県でも難しくなっているというところの中で、今石井山会長が仰ったような積極的な施策が

ないと、ＮＰＯあるんですよね、サポートしてあげますっていうことではない計画に作り変えなくては

ならないのではないかと。抜本的な見直しをしてもいいのではないかと感じました。 

それからその下にある視点とか方向性ということで、５次と６次書いていただいているんですけれ

ども、やはりここで私の立場からすると５次で東日本大震災、復興支援とか、ここにも創造的復興とか

書いていただいているんですけれども、その後創造的復興って、じゃあ何できたのかと、コミュニティ

何できたのかとをなしに第６次にいくわけにいかないんじゃないかということを考えております。こ

れはただ言ってるだけじゃなくてですね、阪神淡路大震災から 30 年で、1.17 に私神戸に行ってきたん

ですけれども、身動きができないくらい人が、東遊園地に 5 時 46 分という早い時間に集まっていらっ

しゃいます。イベント一覧というところを見ると、一年間で 100 を超える事業を多くは自治体さんが

やられているんですけれども、やっぱり 30 年というのをいろんな方々が、いろんな形で発信するとい

うのを、非営利活動というのは、防災・ボランティアの集いというのも同日やられていましたけれど

も、大臣もいらっしゃってましたけれども、そういう力を育んできた最大被災県の宮城県として、東日

本大震災抜きで非営利活動というのがあるのだろうか、むしろ 20 年経っても 30 年経っても、さっき

石井山会長が仰ってた能登に対してもこうだよと言えるようなそういうことを足していくという視点

も入れていただきたいなというのがあります。 

それに対してもう一つなんですけれども、先ほど愛知の協働のルールブック拝見したんですけれど

も、非営利活動促進となっていますけれども、対等の関係であるとか、協働を促進するという視点もか

なり前から言われていたんですけれども、ＳＧＤｓ（エスディージーズ）とかとも言われているんです

けど、ＳＤＧｓも 2030 年で一旦終了するのでどう書くか難しいところなんですけれども、ＳＤＧｓと

あまり言わなくなって、Well-Being（ウェルビーイング）の方が良く言うよとかですね、やっぱりそう

いうことも言われているんですけれども、この今の書き方よりもっともっと踏み込まないと難しい状

況にきているのじゃないかなと私としては考えています。基本方針１、２、３のところか施策のところ
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か分からないのですけれども、先ほど石井山会長も仰っていた積極的な施策みたいのがないと、ＮＰＯ

という存在そのものが、疑問視されたりそんな余裕がないよとか、もうそれこそ事業承継できないから

畳みますよと、倒産とか一番多かった企業さんでも多くて、益々増える方向ということで金融機関の方

にお伺いしたことあって、ＮＰＯももちろん、もっともっと形は残っているけど、実質休業みたいなこ

とになるというのを私は懸念しておりまして、まず一つですねこの最大被災県として、日本海溝、千島

海溝地震の危機、それから能登とか、次の災害に向けての、しっかり発信をしていくような非営利活動

を宮城県として積極的に推進するんだという一つの項目を作れないかと言うことが私からのお願いで

す。もう一つはプラザ複合施設、すごく大きなトピックですので、そこの機能ですよね、コロナ禍を超

えて、私によっては仙台にある箱でしかないんですよ。それっていいんだろうかということも含めて、

もっとリーチするような事業ですとか、先ほど挙げたように例えば商工会議所とか事業承継とか、融資

とか、いろんな相談業務されているって理解があるんですね。中小企業さん向けに。ＮＰＯ向けの施策

ってそんなにあるかというとあまりないということもあってですね。これ今日、様々配っていただいて

いるんですけれども、私前から疑問で、１月、２月の年度末じゃないですか。これ年度末になっている

事業なんだろうかと。私も今日配ってますけど、3.11 があるから２月とか、３月にやるのは仕方ない

というところはあるんですけれども。でもこれ複数年事業にして、もっと民間非営利活動を一年ごとの

発注じゃなくて、複数年でしっかり高めていくという事業を基本方針に入れていただけないかと。年度

末の消化みたいな感じに正直見えます。そんな風な形で、推進できるほど、ＮＰＯの状況は甘くないと

思っていますので、ぜひ検討いただきたい。 

それから最後ですけれども、先ほども委員からお話ありましたけれども、ＮＰＯ版ふるさと納税、私

も何回か言ってたんですけれども、お金の施策、人の施策なくして、活発化するわけなくて、もしかし

たら補助業務を出す。先ほど申し上げた阪神淡路大震災の例では、兵庫の機構さんが毎年６千万、去年

も４千万とか、防災のＮＰＯ的な活動、市民活動だけで４千万です。こういう心の復興事業で、６千万

とかがさっとなくなるかもしれない中で、お金の手当というのをやはり宮城県さんとして、こういう風

に手当してくんだということを基本方針の中で、ＮＰＯ版ふるさと納税でも補助でもいいですけれど

も、しっかりとやっていただけないかということも含めて、この６次の４回をかけて、見直していくと

いうときにですね、とっかかりということで検討していただきたいと思います。沢山言ってしまいまし

たけれども、全体の基本理念でＮＰＯそのもの、非営利活動そのものの見直しの視点というところで、

東日本大震災のこと、それから協働のことちゃんと考えてほしいという２点、基本方針のところで、最

大被災県としての項目、複合施設の項目、それから複数年事業、ＮＰＯ版ふるさと納税の具体的な施策

の４つということで、沢山申しあげましたけれども検討いただければと思います。以上です。 

 

（石井山会長） 

  ありがとうございます。どれもこれも大事な視点だったと思います。とりわけ思いましたのは、阪神

淡路のことも出していただいて良かったと思うんですけれども、阪神淡路大震災があったからＮＰＯ

法ができたわけですよね。そういう意味ではやっぱり災害危機があったとき、それを乗り越えようとす

る連帯が基にやっぱりこの市民社会が発展していくそういう事実がありますので、そして被災県の一

つではありますが、宮城の計画を全国的に見たときに、東日本大震災を大事にしているっていうメッセ

ージは極めて大事ではないかなと改めて思いました。そもそも県の計画の場合には、復興完了という表
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現を大事にしないといけないという、そことの整合性の中で消されるというようなことをいくつか経

験しているんですけれども、少なくともこの民間非営利活動促進という分野においては、むしろ大事に

するんだっていう、そういう形でまとめるべきかなというようなことを僕自身は今御意見をいただき

ながら思った次第でした。どうもありがとうございます。 

いかがでしょうか。よろしくお願いいたします。 

 

（布田委員） 

地星社の布田です。今中川委員からＮＰＯ版ふるさと納税のことですとか、お金の手当のお話出まし

た。私も特に資金の問題とか、どのＮＰＯにとっても大きな課題ですので、そういうことをぜひ考えて

いただきたいというところがあります。今絆力ですとか心の復興事業で、それについても復興庁の方

で、来年度で終わりの見通しが出ているようなところで、県の方からは、延長の希望も出されるとのこ

とでした。そうはいってもそれが仮に 1 年延びたとしても、ずっとこの 5 年続くかというと、そうは

ならないと思うので、県として何らかを考えていただけると良いのかなというと思います。どういう具

体的な在り方があるのかというところは県だけではなくて、我々であったりとか、他のＮＰＯとか、い

ろんなアイディアとかでてくるかと思うので、むしろそういうのをみんなで考える場というのを作っ

ていただけるといいと思っています。あとお金はお金で大事なんですけれども、以前、県の事業でみや

ぎＮＰＯ夢ファンドという助成金のプログラムがあり、その担当をさせていただいたことがあります。

単にお金を配るというだけじゃなくて、結構いろんなメリットと言いますか、いろいろそれを通して社

会的にもその団体にとっても、いいことがあったと思います。プレゼン審査を行うようにしていて、そ

ういうところで、一般の人まではなかなかそこに参加されることは少なかったのですが、こういう活動

があるってことを知ってもらう機会になったりですとか、団体同士あるいは団体と行政とかお互い知

り合う機会になったりしていました。それで審査に落ちたとしても、参加した団体同士で知り合って仲

良くなったり、それが後の協働に繋がったりみたいなこともありました。ですので、そういうのもプロ

グラムの作り方をすごく工夫するとですね、単にお金の問題だけじゃなくて、人材育成の問題とか、協

働の問題とか、あと団体が社会的に知られていないという課題の話も出てきましたけれども、そういう

ところでもすごく繋がるようなことがあるかと思います。だから、財源がないからなかなか難しいとい

うことだけじゃなくて、知恵を出し合って、そういうことが人の育成とかにも、協働の推進とかにも繋

がるというような観点で、是非ちょっと知恵を出し合えればいいかなと思いました。 

最後にもう一つだけ付け加えます。人材育成の話が出ましたけれども、どちらかというとＮＰＯのス

タッフというような観点で、そういうスタッフがなかなか育たないとか、いないというふうな課題とし

てあげられてたかなと思いました。ＮＰＯがそういう人材育成するときって、必ず組織のスタッフだけ

じゃなくて、地域の中でのボランタリーに関わる人だったり、そういう地域人材を育成するようなとこ

ろが結構重要になるかなと思います。そう言うような観点もどこか入って、人材の育成に繋げるってい

うことをできるといいかなと思いました。以上になります。 

 

（石井山会長） 

ありがとうございます。そういう知恵を出し合えるようなことをざっくばらんに話し合える場をま

ず沢山持たないといけないということですね。今お話を聞きながら感じた次第でございました。ありが
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とうございます。いかがでしょう。よろしくお願いいたします。 

 

（渡邊委員） 

フレームラボの渡邊でございます。私からは３点、お話しさせていただきたいと思います。６次計画

を拝見いたしますと、ＮＰＯ側から見ると、ネットワークに参加など外に向けたものの内容が多いこと

が、ちょっと気になったところです。基本方針１のところにＮＰＯの基盤強化というようなストレート

な話の文脈はあるんですけれども、まだまだＮＰＯの組織力とか体制を作るとか、まだまだ支援を必要

としているところはあるので、そういったところの支援策というのがもう少し具体的に、例えばその団

体の中でどのくらいの業務量があって、どうやって交通整理して担当しているか分かっていないと、Ｄ

Ｘ化させるとか実現性がどうかとか、合意形成をどのようにとっているのか、細かいところなんですけ

れども、内側というか組織力というところを考えるとなかなかそこまでやれてる団体は少ないんじゃ

ないかなというところが一つあったので、ＮＰＯ活動のＤＸ化推進という基本方針１のところは、単な

るデジタル化だけではなく、というところが疑問点です。外に向かって、ネットワークについては、今

までも沢山作られてきて、使われなくなるネットワークを見てきました。維持していくための目標とか

狙いとか、その費用とかどうするのかとか、参画するにはやはり内部組織が、体制がしっかりしてない

とやはり外に出て行けないという実状もありますので、そういったところにも即した支援策があると

いいなと思いました。 

もう一つ最後に、お金の生かし方のところ、やはり絆力、心の復興を拝見していると、同じような団

体がずっと継続されていて、必要だからというところがあると思うんですけれども、報告書の精度がど

うなんだろうかというところの疑問点が残ります。補助金、助成金は活用の仕方によっては、てこの原

理でブースターになるというような使い方というような認識の中で、消費型という形で単なる予算化

して消費していくっていう側面も見受けられますので、そういう説明責任、公的なお金を補助してもら

っての説明責任をどのように果たして、どこを評価点にするのか、到達点にするのかというところを、

やはり出し手の方の部分で設定が必要なんじゃないかなというところ。ますます資金が厳しくなって

いくと思うので、今後必要になるとすごく感じるところですので、何か施策として設けていただけると

いいんじゃないかなと思います。まだいろいろあるんですけれども。 

 

（石井山会長） 

何でも出していただいて。 

 

（渡邊委員） 

最近、企業の方もＮＰＯのことを知りたがっていて、こんな文脈のこんな条件のＮＰＯはあります

か？と聞かれることがありまして、情報がなかなか届いていないのかと思うことがあります。誰かのク

チコミのあるものよりも、顔の見える人の声の信頼性が高いようです。どこかに掲載されている何かを

見て、読んで情報を仕入れるよりも、お顔が見える関係性のあなたどう思いますという意見を知りたが

っているというところもあって、そこはまた発信のところにヒントがあるんじゃないかと思います。い

ろいろなセクターの方々に参画してもらうイベントを設定しましたが、関心のある情報にピタリとは

まれば参加者が増えるので、企画と繋ぎ方にヒントがあるのではないかと思います。企業とプロボノと
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か協働など、両思いになるような仕掛けをうまく仕掛けることができれば、大きな反響につながるので

はないかというのを、県の方々と一緒にやれれば、もっと大きくなると思います。そういう協働も積極

的に県の担当の方と一緒にやれる機会を設けられるような、企業の人に一緒にＮＰＯとやってくださ

いではなくて、まずは県の方々とＮＰＯがやる、ことを具体的に入れられるともっといい反応ができる

んじゃないかなと思っています。 

 

（石井山会長） 

ＤＸと言いましても、結局知った人間からきちっとお話を伺うというのを積み重ねないと人は動か

ないですよね。だからやはりＤＸの限界というところや我々の活動に馴染まないというところは、これ

は死守する、大事にするという中でＤＸと付き合っていくということなんだろうと思って話を伺って

ました。ありがとうございます。 

 

（五十嵐委員） 

五十嵐です。ＤＸというキーワードが出ましたので、２点だけ。そう言ったキーワードを取り上げて

いただきありがとうございます。ＤＸの観点で言いますと、みやぎＤＸ推進ポリシーが２０２５年から

３年間で策定されるかと思います。拝見しましたところ、暮らし、地域、行政、行政と繋ぐというとこ

ろを主軸に考えられていらっしゃいますので、是非こういった観点をもって、骨子を策定していただき

たいなと思います。 

もう１点、東北大学の先生方の前で恐縮ですが、東北大学が国際卓越研究大学に選定されましたの

で、今後海外の方々がより多くいらっしゃることが予想されます。彼らの知見から学ぶ部分もあり、ま

た我々が教える部分もあるかと思いますので、そういった観点での方針策定をお願いしたいと思いま

す。 

 

（石井山会長） 

これについては、沢山語りたいことがありますけれども、禁欲いたします。堀川委員も是非。 

 

（堀川委員） 

資料４の方針の中に、みやぎＮＰＯ情報ネットという単語がないなということが気になりました。今

システムを改修して４月から本格稼働となりますが、これまでの情報ネットとは違って、各団体や自治

体が自らその情報をサイトに掲載するとか、主体的に使っていただかないと動かないようなサイトに

なるという風に伺っておりますので、この辺りを今までは、情報をいただいてスタッフが体裁を整え

て、情報をアップするという作業をしておりましたけれども、まったくガラッと変わりますので、この

辺りをいかにＮＰＯ活動支援団体に伝えて使ってもらうかというのが、重要なことになってくると思

うので、その辺りの力を入れていかないと個人的には思っておりまして、こちらも含めて計画を策定し

ていただけるといいなと思っております。以上です。 

 

（石井山会長） 

これは単に欠落だっていうことでよろしいでしょうか。 
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（長谷川副参事） 

情報ネットという単語を入れてないんですけれども、当然来年４月からの稼働に向けて準備をして

おりますので、最大限活用していきたいと思っています。記述でいえば、ＤＸ化の推進であるとか、ネ

ットワーク化の推進というところに情報ネットをしっかり活用していきたいという思いでこの資料と

しては落とし込んでいるという状況でございます。 

 

（石井山会長） 

ありがとうございます。時間が迫っておりますけれども、委員として僕ももう一つだけ、要望をお話

ししたいと思います。今回の計画策定で一番大きなポイントとなるのは、新プラザができあがるという

ことかと思います。できあがる途上に計画を作っていく、そういう意味では新プラザの今後の機能をよ

り発展させるアイディアをもつ計画にしないといけないと思いますし、それがかなり具体化しないと

意味がないと思います。そういう意味ではプラザが一体どのように整備されていくのか、そして我々の

意見がそこに対してどう反映できる余地があるのか、できるだけ余地がある状況の中で、情報提供をし

ていただき、ないしはこちらも入れるということでしょうね。この間ずっと皆さん懸念されていたの

が、複合施設ということで、それぞれの施設の機能をできるだけ残すということが非常に大事にされて

いると思うのですけれども、ただただ従前の事業体が残るという風になってしまっていて、それらが組

み合われることによっての相乗効果を作るという機能が、従前の事業体そのままに任せていて、出来る

という風にはなかなか思えないと。場合によってはそれを受け止め切れるソフトを創造していく事業

体を加えていただくことも大事なのではないかというような意見も含めて、あったと思っております

けれども、そういう議論がどのように展開されているかというのが、僕ら促進委員会の委員がまだ全然

分かっていないんですね。ブラックボックスになってしまっている。その辺りをきちんと探していただ

きながら、先ほどの人材育成の部分もアイディアとして受け止めていただき、計画を発展させていく余

地があるのであれば、受け止めていただくというような具体的なプラザの整備計画を作ってらっしゃ

る方々との協働関係、それをプロセスの中に是非とも組み込んでいただかないといけないと思ってお

ります。そのことを切にお願いをしておきたいと思います。 

いかがでしょうか。時間的にはおおよそかなという風に思っておりますが、もしよろしければ一旦締

めされていただき、先ほど事務局からの御説明がありましたように、追加の意見を紙面によって回収す

るような方法を提案していただいております。これに限定されず、委員の意見は事務局はいつでもウェ

ルカムだと思いますので、出しておいていただくということで、この議題の２については、一旦締めさ

せていただくということでよろしいでしょうか。 

 

４ その他 

では、その他に入らせていただきます。その他としてありますのは、今日冒頭でもお話のありまし

た、宮城県民間非営利活動促進委員会の拠点部会、拠点施設第 1 号の審査結果についてということに

なります。ここには僕と青木副会長の二人がメンバーの中に加えさせていただいておりますので、こち

らの方から状況について、口頭で御説明いたします。 

令和６年１１月６日にみやぎいのちと人権リソースセンターから、宮城県民間非営利活動施設第１
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号旧仙台高等技術専門校幸町校舎の借受申請書の提出があり、つまり従前の団体からということです

けれども、貸付の可否を審査するため、令和６年１１月１４日に令和６年度第２回拠点部会を開催しま

した。リソースセンターから現在の活動状況及び施設第１号の利用計画等について１５分程度の説明

があり、その後質疑応答が２０分ほど行われました。リソースセンターが退室後、委員４名により①社

会的必要性・公益性②有効性③施設の有効利用④安定性の４項目について一人２０点満点で審査が行

われ、その結果、８０点満点中６１点ということになりました、リソースセンターが借受候補団体とし

て決定しました。今後は、県とリソースセンターが施設第１号の賃貸借契約を締結することになりま

す。なお、施設第３号、４号、６号それぞれ山元町と宮城野区それから白石にある施設ということにな

りますけれども、借受期間が契約後２年目または４年目となるため、令和７年３月頃に第３回拠点部会

においてそれぞれの実施報告をいただくというはこびとなっております。拠点部会の開催状況につい

ては以上です。御了解よろしくお願いいたします。 

以上で以て、議事は終了となりますが、よろしいでしょうか。では、事務局へ進行をお返ししたいと

思います。 

 

５ 閉会 

（長谷川副参事） 

石井山会長ありがとうございました。先ほどの説明にもございましたけれども、次回の促進委員会は

来年度５月に１回目を予定しているところでございます。引き続き、本県のＮＰＯ活動促進に向けまし

て、御指導を賜りますようお願い申し上げます。それでは、以上をもちまして、令和６年度第２回民間

非営利活動促進委員会を終了いたします。本日は誠にありがとうございました。 


